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0配布資料   :                     |

(資料1)平成 22年度におけるHttLV二 1関連研究の加速化

(資料2)成人丁細胞白血病リンパ腫に対する抗体療法   :

.   (上 田龍三名古屋市立大学大学院教授提出資料)

,(資料3)HTLV-1総合対策(案)     7      :

(資料4)江田康幸 衆議院議員提出資料    :   |  :
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<出席者>   ■
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・小川勝也 内閣総理大臣補佐官
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:岡本充功 厚生労働大臣政務官

日外山千也 厚生労働省健康局長
:高井康行 厚生労働省雇用均等口児童家庭局長 |

○オブザ‐バー              :        '
〈患者団体〉           :
・菅付加代子 特定非営利活動法人日本からH tt L Vウイルスをなくす会代表理事
・西次夫 長崎・佐賀HAM患者会ひまわり代表 ,

1山越里子 特定非営利活動法人はむるの会代表理事  '

〈専門家〉
・渡邊俊樹 東京大学大学院新領域創成科学研究科メディカルゲノム専攻教授

_ ・塚崎邦弘 長崎大学大学院付属原爆後障害医療研究施設准教授
・山野嘉久 聖マリアンナ医科大学 難病治療研究センター准教授
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(国会議員)(衆参・五十音順)

L江田康幸 衆議院議員
口福田衣里子 衆議院議員
口大島九州男 参議院議員 ,.
・谷博之 参議院議員′

○ゲス ト参加者
・上田龍三 名古屋市立大学大学院医学研究科特任教授 (名 古屋市病院局長)



資料 1

■ 平成22年度の厚生労働科学研究費の未執行分を活用し、HTLV-1関連研究に重点的に投資することで、治療・検査法の開発など実
用的な研究を加速
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1研究の拡充・成果の普及

●HttL∨ -1対策に向けた実態の更なる把握 (キャリアヘの意識調査、HAMの診療実態 )

●研究成果を踏まえた普及啓発資材の開発

l

ム… _._ノ

※平成23年度は約10億円を目標として
HTLV‐ 1関連疾患研究費の確保を目指す。

(HTLV-1キ ャリア、HAM患者、ATL患者家族、相談業務従事者等向け)

※患者会の協力解 独 ル 、わかグや方(実用的な密 藩 にま



資料 2

成人丁細胞白血病リンパ腫に対する抗体療法
(抗CCR4抗体).

上田 龍三

名古屋市立大学大学院医学研究科 特任教授
名古屋市病院局長

成人T細胞白血病リンパ腫(A丁L)研究支援班
目的 :我が国特有の疾患であるATLの 発症メ

カニズムの解明と新たな治療法の開発を
目指して重点的に支援する。

断乳  ―

15.7%   3.6%

(HhЮ ●t● 11●90)

19821「

HTLV-1全塩基配列
の決定 (吉田ら)

1981年

原因ウイルス

の発見
(日 沼ら)

“
＋

20061=… 20101F

抗CCR4抗体の臨床
第1相、第2相試験終了
(上日ら)

1987年

長崎県にて断乳 の開始

19841「

HTLV-1の感 染 ルート
の解明 (日 野 ら)

1977年

疾患概念の確立
(高月ら)



成人T細胞白血病リンパ腫 lATりの臨床特徴

ATL患者は非常に予後不良である    ATL細 胞
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ATLに対する化学療法
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|.

ヒト化抗CCR4抗体 {KW‐ 0761)の開発

抗CCR4抗体

Niwa et al,Cancer Re,2004

KM2760

フコース除去ヒト化抗CCR4抗体 (KW‐0761)の特性

抗体のFc部分からフコースを除去
し、ADCC活性を増強させる抗体
作製技術(POTELLIGENTO)を
利用

ATL患者の90%以上に高発現
ATL患者において、独立した予後
不良因子

CCR4 iCC chemokine receptOr4〕
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再発ATL/PTCLに 対する国内臨床第1相試験

多施設共同開発試験(2006‐2008)

安

Coho咸 (槻)鴫
J“      9Щ 釣ATL)

1   0.01  32)   ATttPTCL 16 2 3   31
13   2    2     312 01 4o

再発・治療抵抗
性 ATLノ PTCL

(CCR4+)
N=16

m‐0761

↓↓↓↓ 安全性・有効性
評価

3        0.5       3(3)

4      1.0     3(2)

Expanded    l.0      3(2)

臨床第2相試験推奨容量:1.O mg/kg

yamamoto er aみ 」crin οnco′ 201o28,1519

臨床経過 103:68歳、女性、急性型
KW‐ 076■ {0.01 mg/kg i.■ )

Hematological cR!!

血液学的完全寛解
0
自血球

0
好中球

十

リンパ球

+
ATL細胞
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臨床経過401:64歳、女性、悪性T―リンパ腫{PTCL― NOS}
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日 PTCL細胞
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臨床第2相試験 (deJgh#1}

多施設共同試験 (2009‐2010)

| I KW‐0761  1

11QⅢ
=/“

g/dav〔市)

|||IWelkl,I甲  
‐

薬剤投与法と評価時期

m‐0761,1.O mg/kg

有害事象す{n=27)CTcAE W3.0評

‐ 百 ■F口F         3  4  ‐ ‐   ‐ ‐ 7ヨト

急性輸注反応    1 0  24  リンパ球減少+・ホ

5 0  ■7  白血球数減少
2 0  1■   血小板減少
2 0  10  好中球数減少
3 0   5   ヘモグロビン

著曇撃:的   
―
碧弓: 1-4 署喜曇雲 ‐

皮疹

肝機能 (ALT)

肝機能 (AST)

低酸素症

肝機能 (v‐GTP)

掻痒症

低Ca血症

高Ca血症

多型紅班キ・

高血繊症

腫瘍融解症候群

関連患者数

響   1-4
9  11

8   0

3   2

5   0

1   0
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2   0

0   1

1   0
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キ有害事象
関連なるかもしれない
おそらく関連あり
関連あり

'*Ste“ nsJohnson症 候群
・・・ 異常リンパ球を含む

樹暑呂筆
査異常値 3 0
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有効性の評価*In=26**〕

最良効果         奏効率

病 変 部 位    n  cR拿 **PR SD PD NE   
≧PR 〔%〕 [95%al

末梢血腫瘍細胞 13   13  0 0 o o    13〔 100%〕  ‐

皮膚病変  8   3  2 0 2  1      5  (63%} [25‐ 92)

り
4翼鷺『

ノ 1,  3 0 4 5 0   3 25%〕 卜‐57]

全病変   26   8  5 2 1■   0     13 {50%} [30‐ 70]

中 Tsukasa‖ et aL論文 に準 拠 〔JC′′″OrPcο′20"′″ 53)
ホ・ 大腸がん併発の1例を除く   ,
十■キ完全寛寛解、奏効 (臨床的完全奏効CRuも含む)

総合最良効果=全奏効率r9RRJ 50%ρ5%α JO‐70J
r95%働願 蘭 下限力

=目値奏効率 5窪性 回る)

臨床経過 {P206),55歳′男性、急性型

10000JlL
↓ニ ユ ニ ユここ

1.Omg/kg Kw‐0761

血液学的完全寛解

好中球

リンパ球 {ATT細胞を含む}

0       14       28      42      56

丁ime(days)

(Ce‖S/μ L)
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臨床経過 (P213),69歳、女性、リンパ腫型  :

ll―  〕ン′瞬 不確定完全奏効

1.O mg/kg

m‐0761
Dav 63    {CR")

臨床第2相試験の総括 味国血液醤報告:Dec a 201の

・再発ATL患者27名 中26名で有効性の評価が可能であつた
(Ku1076■ 1.O mg/kg)

・奏効率50%〔 13ノ26′ 95%α′30-70%):
完全奏効8名 、部分奏効5名

無増悪生存期間{PFS):中央値 約5カ月

・27名 につき安全性評価
高頻度に発現した有害事象は急性輸注反応(サイトカイン放出反応)、

重      疹が
すfし

た患言が5■ L:た。しかしヽ不テロイド投与

肝機能(A吼 AST値〕の上昇、低酸素症、血液毒性
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国内で現在進行中の臨床研究

ClinlcaiTr:ais.gov:D:NCT01173887

T/NK細胞リン′く腫
(CrCLを含む)

再発T/NK細胞
リンパ腫
{≧ 20 vo}

側・0761

1.O mg/kg/dlv{市 )

weekiv x 8

抗こCR4抗体 の橋渡し研究

国内 臨床第2相試験{KW‐0761) 20
〔2009‐ 2010)

国内 臨床第1相試験{KW‐0761)

(2006‐ 2008)

がん抗体薬として
日本で初の臨床試験

JC′わ0"coみ 2009

,   CCM抗 体 hv“ro rATL細胞 に対し強 ιⅥ DCC
_             C″

"C●"`●「
Re,2∞5

Cllll C●
"cer Res2 2KX14b

ADCC増強型低フコースccR4m体 の作製    ■
6●ncer Resj 2004

3r′ H●emctο ′2008
C″II Carlcer Res 2007

CCR4嘲胞リンパ腫の予後不良群に発現          ■    le.た m鮨 2006
C″aC●ncer Res,2004a

CCR● ATLに発現 ε″
"Cσ

ncer Res,2003

マウス抗CCR4抗体作襲 1999

A■ LN
CCR4 staining



共同研究施設 (産・官 学

前臨床研究

名古屋市立大学 E瘍・免疲
病理  ,

名古屋大学 病理
愛知がんセンター 研究所

腫瘍免疫、遺伝子医療
京都大学 血液・腫瘍内科
東京大学 予防医学
岡山大学 免疫
三重大学 血液・腫瘍

1日 協和発酵 東京研究所

文部科学省
特定領崚研究(がん臨床)

臨床研究   :

臨床第1相試験

名古屋市立大学

国立がんセンター中央

愛知がんセンター中央

長崎大学
九州がんセンター

鹿児島大学

今村病院 分院

臨床第2相試験
臨床腫瘍専門員

臨床試験実施17施設
安全委員会  ‐

`

病理診断、FCM中 央診断
皮膚科専門委員

協和発酵キリン(株 )

今後の方針

再発・再燃のCCR4陽性成人T細胞自血病リンパ腫
`適応での承認申請す(2011年春)

士
希少医薬品指定を取得済み

適応拡大
・ 未治療CCR4陽性成人T細胞白血病リンパ腫

化学療法(mLSG15)と の併用試験実施中

TrNK細胞リンパ腫(CTcLを含む)

単剤でのPhase‖試験実施中
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今後の展望         :

更なる有効性(中でも皮膚およびリンパ節病変での有効性)

の向上を目指すアプローチを模索

。新規治療薬剤との併用試験の可能性

・ 抗体の修飾による活性向上の可能性

抗CCR4抗体KW-0761に 関する主要特許 (日 米欧)

2.                              :
・発明の名称 :ヒト型CD略植抗体およびその抗体断片
・特許権者:協和発酵キリン株式会社
・出願日:2002.8.3Q               ′`

口成立特許
日本 :特許第4052515号

米国:特許第7504104号 および第7842797号

欧州 :特許第1449850・●・
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資料 3-1

HttLV-11総合対策

(案)~

平成 22年 12月 20日

HttLV-1特命チ■ム



はじめに

HttLV-1(ヒ トT細胞白血病ウイルス1型)の感染者数は約100万人以上と
推定されており、ATL(成人T細胞白血病)や HAM(HttLV-1関連脊髄症)

`と
いった重篤な疾病を発症するが、これらの疾病の有効な治療法は未だ確立

,さ れていない6このため、多くの感染者は発症の恐怖に向き合いながら様々
な苦悩を抱えておりt ATLや HAMの患者は有効な治療法を待ち望んでいる
現状にある。   ,    I

こうしたことから1まず、このウイルスによる感染を可能な限り減らし、
将来の発症者を減少させるため、新たな感染を予防する対策を速やかに実施
する必要がある。HTLV-1の感染経路の6割以上は、母手しを介した母子感染
であることと、人工栄養によって感染のリスクが一定程度低減できることが
報告されていることから、妊婦健康診査においてHTLV-1抗体検査を実施し、
その結果に基づき適切な保健指導やカウンセリングを行う等の母子感染予防
対策が求められる6

またt妊婦の抗体検査をはじめとして、HttLV-11抗 体検査の全国的な実施に
当たっては、HttLV-1キャリアに対する相談支援 (カ ウンセリング)体制の

整備等を図ることが不可欠である。
さらに、これまで、HttLV-1、 ATL、 HAM、の対策は、母子保健、がん、

難病などの個別の対策により取り組まれてきたが、国民へ正しい知識 口理解
を普及するとともに、相談・診療体制を構築し、HttLV-1の感染予防やATL
及びHAM等の治療法の研究開発をよリー層推進する必要があり、これまで
の取り組みを拡充するだけでなく、HttLV-1の感染に起因するこれらの疾患
群べの対策に総合的に取り組むことが重要である。

このような状況を踏まえ、平成22年 9月 に、内閣総理大臣の指示により、
「HttLV-1特命チーム」を設けt官邸 口政治主導のもと、患者 1専門家を交
えた検討を行い、「HttLV-1総合対策」を取りまとめた。今後、国は、地方公
共団体、医療機関、患者団体等と密接な連携を図りつつ、「HTLV-1総合対策」
を強力に推進するものとする。

I .重点対策

11感染予防対策の実施

ぐ1)全国的な妊婦の HttLV-1抗体検査実施体制の確立

妊婦健康診査の項目に追加され、公費負担の対象となった、HttLV-1抗
=

体検査を全国的に実施し、適切な保健指導等を実施する体制を整備する。



(2)保健所における HttLV‐ 1抗体検査の導入
1都道府県等の保健所で実施している特定感染症検査等事業の中で、

HttLV-1抗体検査を実施できるように検査体制を整備し、併せて専門職に

よる相談指導を実施する。  '    、

2.相談支援 (カ ウンセリング)

(1)HttLV-1キ ャリアやATL・ HAM患者に対する相談体制の構築
妊婦健康診査で感染が明らかになつた方々を含め、HTLV-1のキヤリア

やATLE HAM患者に対して、診療に係る相談をはじめ、心理的・社会的

な苦痛等にも対応できる相談体制を構築する。このため、研修会の開催

及びマニ・‐′アル等の配布等を行う:

また、1相談体制の構築や相談の手引きの作成等においては、患者団体等

の協力を得て連携を図る。

3.医療体制の整備

(1)精度の高ぃ検査方法の開発
―HTLV-1のスクリーニング検査の実施にあたつては、検査の精度を高め

るとともに、キャリアの発症リスクの解明にも資するため、標準的な
HttLV-1の PCR検査方法等の開発について、‐迅速に研究に取り組む:

(2)診療体制の整備 ′

ATLにあっては、治療に係る医療連携体制の整備 '確立等、医療の質

の均てん化を目指した診療体制を整備する。HAMにあっては、診療経験

数が多いなど、地域で中核的な役割を果たす医療機関を中心とした診療

体制に関する情報を国、都道府県が提供し、患者が適切な医療機関にア

クセスできる体制を整備する。

(3)診療ガイドラインの策定      :
ATL及び HAMに関して、標準的治療法の開発・確立を目指してt開発 ロ

研究を強力に推進するとともにt診療ガイドラインの策定とその普及を図
る。                        1      :

4.普及啓発 ,情報提供

_(1)国民への普及啓発・情報提供     ′

厚生労働省のホームページにポータルサイトを作成し、関係情報への

アクセスを向上させるほか、国民への正しい知識の普及を図る。さらに、

感染症情報センタニ、がん対策情報センター、難病情報センター等のホ

=ム
ページにおいてt患者家族などにとって役立つ最新の医療情報等を

1更新 :′拡充する。    i              l

2



`                                                ゝ

.都道府県において、母子感染予防対策に関して、医療機関等に掲示す
るポスタニや母子手帳に挟むことのできるリーフレット等の配布を推進
する。               ■

(2)医療関係者等への普及啓発・研修・情報提供
感染症情報センター、がん対策情報センター、難病情報センター等の

i亦=ムページ|ヒおぃて、医療従事者等に向けた情報を提供する6

また、医療従事者や相談担当者に、研修等を通じて正しい知識を普及
する。     .    : ¬

5.研究開発の推進
(1)研究の戦略的な推進  1    ‐

HTLV-1及びこれに起因するATL口 HAMについて、疫学的な実態把握
:と ともにt病態解明から診断・治療など医療の向上に資する研究に戦略
的に取り組むようt総合的な観点から、研究への取り組みを推進する。
また、HttLV-1日 ATL・ HAMに関連する研究班の総括的な班会議を実施し、
研究の進捗状況や研究の方向性を共有して、戦略的に研究を推進する。 .
特に、HttLV-1への感染者は日本に多いことを踏まえ、国際的にも研究

を先導することを目指す。
(2)HttLV-1関連疾患研究費の拡充

厚生労働科学研究費補助金において、白↑LV-1関連疾患耕究領域を設け、
研究費を大幅に拡充する。

推進体制

国における推進体制″         :
HTLV-1対策に携わる行政、専門家、患者等による「HttLV-1対策推進協

議会」を厚生労働省において開催し、その議論を踏まえて、HttLV-1総合対ヽ

策の推進を図る。

また、厚生労働省内の関係各課の連携を二層強化し、窓口担当者の明確
化などHTLV-1対策に係る部門の体制強化に努める。 ` l

地方公共団体における推進体制
都道府県にHTLV-1母子感染対策協議会を設置し、HTLV-1母子感染予防

対策について検討を行う。必要に応じ、国の「`HttLV-1対策推進協議会」と
の連携を図る。

HTⅣ」1関連研究班における推進体制
HttLV‐ 1・ ATL口 HAMに関連する研究班の総括的な班会議を実施し、研究

の進捗状況や研究の方向性を共有して、戦略的に研究を推進する。(再掲)

3        .

Ⅱ

ｌ

2.

3.



HttLVTl総含対策の骨子 (案 )

1国ヽ:地方公共団1体 t医療機関t患者団体等の密接な連携を図りt由十LV-1対条を強力に推進|

|1 1●厚生1労働1省 :                                 ・
i   ・HttLV二1対策推進協議会の設置
■ ‐   :患者t専門家等が参画し、協議会での議論を踏まえて、1総合対策を推進

1‐ ‐.・省内連携体制の確立と、窓口担当者の明確化   ・    ‐

1‐
.●都道府県■HTLV=1母子感染対策協議会         |

こ:‐
|●研1究班 ::白十二ヤニ1・ AttL・ 白AMに関連する研究班

―
の総括的な班会議 研究班の連携強化、研究の戦略的推進

資料3T2

′1感 染予防対策            :
○全国的な妊婦のH丁Ⅳ-1抗体検査と:保健指導の実施体制の整備
〇保健所におけるHTLV-1抗体検査と、相談指導の実施体制の整備

2相 談支援 (カ ウンセリング)

OHTLV二1キヤリアやATL・ HAM患者に対する相談体制の整備
・相談従事者への研修の実施やマニュアル等の配布
※相談体制の構築や費濯吻 作成窒こおι:二 艦者団体等の協力じ微 力ち実施

3医 療体制の整備
○検査精度の向上や発症リスクの解明に向け、標準的なHTLV-1ウイルスのPCR検査方法等の研究の推進
OATL治療に係る医療連携体制等の整備、地域の中学的医療機関を中心としたHAMの診療体制に関する情報提供
OATL及びHAMの治療法の開発・研究の推進、診療ガイドラインの策定`普及

4普及啓発・情報提供
○厚労省のホームペ■ジの充実等、国民への正しい知識の普及
○母子感染予防のため、ポスター、母子健康手帳に挟むり=フレット等を配布
○医療従事者や相談担当者に対して、研修等を通じて正しい知識を普及

5研 究開発の推進
○実態把握、病態解明、診断8治療等の研究を総合的・戦略的に推進        :
OHTLV-1関 連疾患研究領域を設け、研究費を大幅に拡充           

｀



資料 4

平成 22年 12月 20日

HTLV-1特命チ=ム第 4回会合

公明党衆議院議員 江田康幸

HTLVす1総合対策 (案)に関する提言

政府作成の「HTLV-1総合対策」(案)に関して、その在るべき姿について、以下提

言をするものである。             .    :
尚、第 174回臨時国会において、「HttLV-1総合対策に関する請願」が、衆議院・参

議院の両院でt全会二致の下、採択されたことを政府は重く受け止めるべきである。

I 重点対策について 1                 ‐

1.・ 研究開発の推進   1           ・
｀

「感染予防対策」と「発症予防二`治療法の研究開発」は、「HTLV-1総合対策」

の重要な2本柱である。患者の皆さんは治療薬の開
｀
発を強く望んでいる。また、抗体

検査の実施とともに、A丁 Lや 甲AMの発症予防法や治療法が開発されなければ、多

くの感染者が検査をためらうことで潜伏してしまい、HTLV-1の撲滅はできない。

従つて、HTLV二 1の研究開発は、エイズ対策 (35億円)や肝炎対策 (20億円)

並みの予算規模で実施すべきである。エイズは、国を挙げて対策に乗り出した結果、

教育や感染.予防が進み、多くの治療薬も開発され、撲滅への道が開けた。H丁 LVニ
1も撲滅への道筋を付けなければならないb:その第一歩として母子感染対策が始まっ

たが、もっと積極的に感染者の発掘を進めるためには、予防・治療法の研究開発を大

きく進め、確立することが重要である。

H tt Lv-1や関連疾病を発見したのは優れた日本の研究者であづた。しかし19
90年の厚生省 (当時)の調査では、「全国的な対策は不要」「1専来的には自然に消滅

する」と報告され、その後、研究は二気に衰退した。その結果、2008年の再調査

で|よ、感染者が関東や近畿の大都市圏で増加していることが判明した。国の重大な判

断ミスである
`エ

イズと同様の対策が講じられていれば、この20年で大きな進歩が

あったはずである。同じ過ちを繰り返してはならない。今こそ、国を挙げてH† LV
-1対策や研究開発を大きく進めるとの強いメッセージを発信すべきだ。そのために

は、エイズや肝炎対策と同じ規模の研究開発予算を組むべきである。

また、「国際的にも研究を先導する」とあるが、これを実効あるものにするために

は、世界に向けて情報発信や研究交流を行う国際的研究拠点を整備すべきである。

世界のHtt L V-1感 染者は約2000万人といわれているが、先進国で唯二、感

染者が多いのが日本であるpエイズの場合、日本のみならず欧米諸国の製薬会社が競



つて治療薬を開発し、その恩恵を日本も受けた。Htt L V二 1については、先進国で
感染者が多い日本が治療法の研究口開発に本腰を入れて乗り出し、途上国の感染者対
策を支援し、世界に貢献していく使命がある。    1         ′

かねてから、このように主張してきたことについて、HTLvTl総合対策 (案)では、
「厚生労働科学研究費補助金において、HTlv-1関連疾患研究領域を設け、研究費を大
幅に拡充する」との記載がなされたしこれによってt他の研究予算と区別し、十分な
HTLV,1関連疾患研究費が確保されることを確認したい:

2.感染予防対策の実施

1全 国的な妊婦の Htt L V-1抗 体検査実施体制の確立 におぃては、/AN費負担の対象

とな るのは 1次検査 (PA)の みでぁ り、確定診断 (WB,P cIR)は 自己負担 とな

っている。本年4月にガイ
｀
ドラインが改定され、HTLV-1抗体検査 はランクAと な

り、1次検査 (PA)で陽性の人は2次検査 (WB)で必ず確認しなければならない。
そうであれば、1次検査のみならず、2次検査 (WB)も 公費負担の対象とするべき
ではないか。全額公費であればこそ、抗体検査の実施率も上がる。長崎県では全額公

費負担とした 2008年以降に受診率はほぼ 10o%と なつている。2次検査の公費負担

については今後の課題として検討 していくべきである。       ‐

3,相談支援 (カ ウンセ リング)

相談支援体制の確立は感染予防対策と車の両輪である。全国的な抗体検査の実施で、
キヤリア妊婦が増えてくるも感染を告知された母親は1さまざまな悩みを抱える:相

:

談対応のまずさによる医療関係者への不信、母乳を与えないことへの罪悪感や家族の

無理解、子どもに感染させてしまった自責の念、自分が発症するかもしれない不安な
ど、こうした悩みに対し、十分に応えられる相談体制を全国的に整備する必要がある。
このため、少なくとも地方ブロックおよび各都道府県に各1か所の相談センターを設
置することを求めてきた。肝炎対策においては「肝疾患診療連携拠点病院」に相談セ
ンターを設置じている。今後の相談体制の構築にあたっては、抗体検査の実施によ
り全国にキャリアロ患者が増えることを踏まぇ、常設の相談機関において、常時相談
に対応できるようにするべきである。

4.医療体制の整備

医療体制の整備は極めて重要であり、HTLV-1治療拠点病院の整備を図るこどを求め
てきた。HTLV-1総合対策 (案)で 1ま、「A丁Lにあっては、治療に係る医療連携体制の
整備・確立等:医療の軍の均てん化を目指した診療体制を整備する。HAM Iこ あっては、
診療経験数が多いなど、地域で中核的な役割を果たす医療機関を中心とした診療体制



に関する情報を国、都道府県が提供し、患者が適切な医療機関にアクセスできる体制

を整備する」とされているが、拠点病院の整備にういては明示されていない。HTLV71

総合対策 (案)に示すような体制を速やかに確立した上で、更に診療体制の拡充を図

るべきである。                |    |      .

5。 普及啓発・情報提供  1                :

(1)国民への普及啓発 口情報提供

HTLV-1を撲減していくためには、患者・家族をはじめ、国民がこの病気を正しく理

解していくことが欠かせない。キャリアロ患者のための相談体制や情報提供体制の確

立とともに、国民に対する正しい知識の普及と理解が必要であると主張してきた。
HTLV二 1総合対策 (案)においては、患者・家族ゃ妊婦に対する情報提供とともに「国

民への正しい知識の普及を図る」ことが盛り込まれた
`今

後、国による積極的な情報

発信の方法を検討していくべきである。 .

(2)医療関係者べの普及啓発・研修・情報提供

医療関係者がH tt LV二 1に関する主しい知識を身に付ける必要がある。医師の間

でさえ HttLV-1感染症のことが知られていない現状があるg告知やカウンセリング技

術も大事になってくる。
1従

つて、産婦人科医や小児科医をはじめ、医療関係者へのH
TLV-1感 染症に関する専門的な教育、カウンセリング研修が必要である。肝炎対

策においては、国の肝炎情報センタニや地方の F肝疾患診療連携拠点病院」で医療従

事者の研修がなされている。HTLV,-1対策においても、4の医療体制の整備と併
せて、国と県の適切な研修体制を構築すべきである。

Ⅱ:推進体制について

1:国における推進体制

国における推進体制については、HTLV‐ 1総合対策の進捗度や有効性などを継続的に

審議する HTLV二 1総合対策協議会の設置を求めてきた。これに対し、HTLV-1総合対策

(案)には、「HttLV… 1対策推進協議会を設置し、その議論を踏まえて、HTLV…1総合対

策の推進を図る」ことが盛り込まれた。今後、ここでの協議内容が、対策に反映され

るべきである。                   :
厚労省に総合対策を進める実務を担当する組織として、HTLV二 1総合対策室の設置を

求めてき_た ことについては、「関係各課の連携を一層強化し、窓口担当の明確化など

HTLV-1対策部門の体制強化I三勢ある〕ことにとどまっているが、関係各課において、

総合対策を推進するためめ十分な体制を確保きれたい。



2.地方公共団体における推進体制

長崎県における長年の取り組みからも立証されるように、都道府県に「HTLV一
1母子感染対策協議会」が設置され、効果的な母子感染予防対策が講じられることは
適切な対応である。その運営経費等にういて、平成 23年度予算の概算要求では、国
の補助が盛り込まれているが、平成

423年
度の予算案に、必ず計上するべきである。

3.HTLV-1関 連研究班における推進体制 .

HTLV-1総合対策研究事業の策定、統括、評価を行う研究総括班を設置すべきと主張
してきたことについて、HTLV-1総合対策 (案)には、「HTLV-1・ ATL・ HAMに関する研
究班の総括的な班会議を実施し、研究の進捗状況や研究の方向性を共有して、戦略的
に研究を推進する」ことが盛り込まれた。HTLV-1関連疾患研究費についてはt前述の

通りである。

今回のHTLV-1総 合対策 (案)には、患者の医療費の負担軽減や生活支援等の福祉

対策が記載されていないが、今後の課題として検討していくべきである。

以上 b

※


